
議案第９４号

杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例

上記の議案を提出する。

令和５年１１月２７日

提出者 杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例

第１条 杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年杉並

区条例第１８号）の一部を次のように改正する。

第３条第３項を次のように改める。

３ 前項の給料表の給料月額に増額等改定（給料月額の改定をする条例が制定さ

れた場合において、当該条例による改定により当該改定前に受けていた給料月

額が増額され、又は減額されることをいう。次項において同じ。）があった場

合における会計年度任用職員に対する前項の給料表の適用については、給与条

例及び幼稚園教育職員給与条例の適用を受ける職員の例による。

第３条に次の１項を加える。

４ 前項の場合において、次に掲げる会計年度任用職員に限り、第２項の給料表

を適用する日を当該増額等改定があった日の属する年度の１２月１日とする。

(１) 当該増額等改定があった日の属する年度の４月１日から１２月１日まで

の期間において発令された任用期間（区の任命権者に任用される期間に限る。

次号において同じ。）が通算して３月以下の会計年度任用職員

(２) 当該増額等改定があった日の属する年度の４月１日から１２月１日まで

の期間において発令された任用期間における勤務日数及び勤務時間が、１週

間当たりの勤務日数が２日以下で、かつ、１週間当たりの勤務時間が１５時

間３０分未満の会計年度任用職員

第１６条第２項及び第３０条第２項中「１００分の１２０」を「１００分の１

３０」に改める。



第２条 杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を次のよ

うに改正する。

目次中「第３０条」を「第３０条の２」に改める。

第２条第１項第１号中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、

同項第２号中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加え、同項第３号中「及び期

末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。

第１４条第２項中「期末手当」の次に「及び勤勉手当」を加える。

第１５条中「次条」の次に「及び第１６条の２」を加える。

第１６条第１項中「この条及び第３０条において」を削り、「１箇月」を「１

月」に改め、同条第２項中「１００分の１３０」を「１００分の１２０」に改め、

同条第３項中「及び」の次に「支給の」を加え、同条の次に次の１条を加える。

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当）

第１６条の２ 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職するフルタイム会計年度任用

職員（規則等で定めるフルタイム会計年度任用職員を除く。）に対して、それ

ぞれ基準日の属する月の規則等で定める日に支給する。これらの基準日前１月

以内に退職し、又は死亡したフルタイム会計年度任用職員（規則等で定めるフ

ルタイム会計年度任用職員を除く。）についても、また同様とする。

２ 勤勉手当の額は、第４条の規定により決定された給料の月額を基礎として規

則等で定める額に１００分の１１２．５を乗じて得た額に、勤務成績に応じて

規則等で定める支給割合を乗じて得た額とする。

３ 勤勉手当の不支給及び支給の一時差止めは、給与条例の適用を受ける職員の

例による。

４ 前３項に規定するもののほか、フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当の支

給等に関し必要な事項は、人事委員会の承認を得て、規則等で定める。

第２８条第２項中「期末手当」の次に「及び勤勉手当」を加える。

第２９条中「次条」の次に「及び第３０条の２」を加える。

第３０条第１項中「１箇月」を「１月」に改め、同条第２項中「１００分の１

３０」を「１００分の１２０」に改め、同条第３項中「及び」の次に「支給の」

を加え、第３章中同条の次に次の１条を加える。



（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当）

第３０条の２ 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職するパートタイム会計年度任

用職員（規則等で定めるパートタイム会計年度任用職員を除く。）に対して、

それぞれ基準日の属する月の規則等で定める日に支給する。これらの基準日前

１月以内に退職し、又は死亡したパートタイム会計年度任用職員（規則等で定

めるパートタイム会計年度任用職員を除く。）についても、また同様とする。

２ 勤勉手当の額は、第１８条及び第１９条の規定により決定された報酬の額を

基礎として規則等で定める額に１００分の１１２．５を乗じて得た額に、勤務

成績に応じて規則等で定める支給割合を乗じて得た額とする。

３ 勤勉手当の不支給及び支給の一時差止めは、給与条例の適用を受ける職員の

例による。

４ 前３項に規定するもののほか、パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当の

支給等に関し必要な事項は、人事委員会の承認を得て、規則等で定める。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月

１日から施行する。

２ 第１条の規定（第１６条第２項及び第３０条第２項の改正規定に限る。）によ

る改正後の杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の規定は、

令和５年１２月１日から適用する。

３ 第１条の規定による改正後の杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例の規定を適用する場合においては、同条の規定による改正前の杉並区会

計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の規定に基づいて支給された給

与は、同条の規定による改正後の杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例の規定による給与の内払とみなす。

（提案理由）

会計年度任用職員の給与を改定する等の必要がある。
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杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例新旧対照表

第１条による改正（杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部改正）

新 条 例 旧 条 例

（給料表） （給料表）

第３条 略 第３条 略

２ 略 ２ 略

３ 前項の給料表の給料月額に増額等改 ３ 前項の給料表は、当該会計年度任用

定（給料月額の改定をする条例が制定 職員が採用された日の属する年度の初

された場合において、当該条例による 日において施行されている給与条例及

改定により当該改定前に受けていた給 び幼稚園教育職員給与条例に規定する

料月額が増額され、又は減額されるこ 給料表をいう。

とをいう。次項において同じ。）があ

った場合における会計年度任用職員に

対する前項の給料表の適用について

は、給与条例及び幼稚園教育職員給与

条例の適用を受ける職員の例による。

４ 前項の場合において、次に掲げる会

計年度任用職員に限り、第２項の給料

表を適用する日を当該増額等改定があ

った日の属する年度の１２月１日とす

る。

(１) 当該増額等改定があった日の属

する年度の４月１日から１２月１日

までの期間において発令された任用

期間（区の任命権者に任用される期

資 料 １
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間に限る。次号において同じ。）が

通算して３月以下の会計年度任用職

員

(２) 当該増額等改定があった日の属

する年度の４月１日から１２月１日

までの期間において発令された任用

期間における勤務日数及び勤務時間

が、１週間当たりの勤務日数が２日

以下で、かつ、１週間当たりの勤務

時間が１５時間３０分未満の会計年

度任用職員

（フルタイム会計年度任用職員の期末手 （フルタイム会計年度任用職員の期末手

当） 当）

第１６条 略 第１６条 略

２ 期末手当の額は、第４条の規定によ ２ 期末手当の額は、第４条の規定によ

り決定された給料の月額を基礎として り決定された給料の月額を基礎として

規則等で定める額に１００分の１３０ 規則等で定める額に１００分の１２０

を乗じて得た額に、規則等で定める支 を乗じて得た額に、規則等で定める支

給割合を乗じて得た額とする。 給割合を乗じて得た額とする。

３及び４ 略 ３及び４ 略

（パートタイム会計年度任用職員の期末 （パートタイム会計年度任用職員の期末

手当） 手当）

第３０条 略 第３０条 略

２ 期末手当の額は、第１８条及び第１ ２ 期末手当の額は、第１８条及び第１

９条の規定により決定された報酬の額 ９条の規定により決定された報酬の額

を基礎として規則等で定める額に１０ を基礎として規則等で定める額に１０

０分の１３０を乗じて得た額に、規則 ０分の１２０を乗じて得た額に、規則

等で定める支給割合を乗じて得た額と 等で定める支給割合を乗じて得た額と

する。 する。
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３及び４ 略 ３及び４ 略

第２条による改正（杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部改正）

新 条 例 旧 条 例

目次 目次

第１章及び第２章 略 第１章及び第２章 略

第３章 パートタイム会計年度任用職 第３章 パートタイム会計年度任用職

員の給与（第１８条―第３０ 員の給与（第１８条―第３０

条の２） 条 ）

第４章及び第５章 略 第４章及び第５章 略

附則 附則

（給与） （給与）

第２条 会計年度任用職員には、次の各 第２条 会計年度任用職員には、次の各

号に掲げる職員の区分に応じ、当該各 号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める給与を支給する。 号に定める給与を支給する。

(１) 法第２２条の２第１項第２号に (１) 法第２２条の２第１項第２号に

掲げる職員（以下「フルタイム会計 掲げる職員（以下「フルタイム会計

年度任用職員」という。）から教育 年度任用職員」という。）から教育

公務員特例法（昭和２４年法律第１ 公務員特例法（昭和２４年法律第１

号。以下「教特法」という。）第２ 号。以下「教特法」という。）第２

条第２項に規定する講師に該当する 条第２項に規定する講師に該当する

者を除いたもの 給料、地域手当、 者を除いたもの 給料、地域手当、

通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務 通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務

手当、休日給、夜勤手当、期末手当 手当、休日給、夜勤手当及び期末手

及び勤勉手当 当

(２) フルタイム会計年度任用職員で (２) フルタイム会計年度任用職員で

あって、教特法第２条第２項に規定 あって、教特法第２条第２項に規定

資 料 １
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する講師に該当するもの（以下「フ する講師に該当するもの（以下「フ

ルタイム講師」という。） 給料、 ルタイム講師」という。） 給料、

地域手当、通勤手当、超過勤務手 地域手当、通勤手当、超過勤務手

当、休日給、夜勤手当、期末手当、 当、休日給、夜勤手当、期末手当

勤勉手当及び義務教育等教員特別手 及び義務教育等教員特別手

当 当

(３) 法第２２条の２第１項第１号に (３) 法第２２条の２第１項第１号に

掲げる職員（以下「パートタイム会 掲げる職員（以下「パートタイム会

計年度任用職員」という。） 報 計年度任用職員」という。） 報

酬、期末手当及び勤勉手当 酬及び期末手当

２及び３ 略 ２及び３ 略

（休職等となったフルタイム会計年度任 （休職等となったフルタイム会計年度任

用職員の給与） 用職員の給与）

第１４条 略 第１４条 略

２ 地方公務員の育児休業等に関する法 ２ 地方公務員の育児休業等に関する法

律（平成３年法律第１１０号。以下 律（平成３年法律第１１０号。以下

「育児休業法」という。）第２条第１ 「育児休業法」という。）第２条第１

項の規定による育児休業中のフルタイ 項の規定による育児休業中のフルタイ

ム会計年度任用職員については、育児 ム会計年度任用職員については、育児

休業法第７条の規定により、期末手当 休業法第７条の規定により、期末手当

及び勤勉手当を支給することができ を支給することができ

る。 る。

３ 略 ３ 略

（フルタイム会計年度任用職員の給与と （フルタイム会計年度任用職員の給与と

災害補償との関係） 災害補償との関係）

第１５条 フルタイム会計年度任用職員 第１５条 フルタイム会計年度任用職員

が公務上負傷し、若しくは疾病にかか が公務上負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は通勤により負傷し、若しくは り、又は通勤により負傷し、若しくは

疾病にかかり、地方公務員災害補償法 疾病にかかり、地方公務員災害補償法
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資 料 １

（昭和４２年法律第１２１号）、労働 （昭和４２年法律第１２１号）、労働

者災害補償保険法（昭和２２年法律第 者災害補償保険法（昭和２２年法律第

５０号）又は特別区非常勤職員の公務 ５０号）又は特別区非常勤職員の公務

災害補償等に関する条例（昭和４３年 災害補償等に関する条例（昭和４３年

特別区人事・厚生事務組合条例第８ 特別区人事・厚生事務組合条例第８

号）の適用を受けて療養のため勤務し 号）の適用を受けて療養のため勤務し

ない期間については、次条及び第１６ ない期間については、次条

条の２の給与を除くほか、この条例に の給与を除くほか、この条例に

定める給与は支給しない。 定める給与は支給しない。

（フルタイム会計年度任用職員の期末手 （フルタイム会計年度任用職員の期末手

当） 当）

第１６条 期末手当は、６月１日及び１ 第１６条 期末手当は、６月１日及び１

２月１日（以下 ２月１日（以下この条及び第３０条に

「基準日」という。）にそれぞ おいて「基準日」という。）にそれぞ

れ在職するフルタイム会計年度任用職 れ在職するフルタイム会計年度任用職

員（規則等で定めるフルタイム会計年 員（規則等で定めるフルタイム会計年

度任用職員を除く。）に対して、それ 度任用職員を除く。）に対して、それ

ぞれ基準日の属する月の規則等で定め ぞれ基準日の属する月の規則等で定め

る日に支給する。これらの基準日前１ る日に支給する。これらの基準日前１

月 以内に退職し、又は死亡したフル 箇月以内に退職し、又は死亡したフル

タイム会計年度任用職員（規則等で定 タイム会計年度任用職員（規則等で定

めるフルタイム会計年度任用職員を除 めるフルタイム会計年度任用職員を除

く。）についても、また同様とする。 く。）についても、また同様とする。

２ 期末手当の額は、第４条の規定によ ２ 期末手当の額は、第４条の規定によ

り決定された給料の月額を基礎として り決定された給料の月額を基礎として

規則等で定める額に１００分の１２０ 規則等で定める額に１００分の１３０

を乗じて得た額に、規則等で定める支 を乗じて得た額に、規則等で定める支

給割合を乗じて得た額とする。 給割合を乗じて得た額とする。

３ 期末手当の不支給及び支給の一時差 ３ 期末手当の不支給及び 一時差
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止めは、給与条例の適用を受ける職員 止めは、給与条例の適用を受ける職員

の例による。 の例による。

４ 略 ４ 略

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手

当）

第１６条の２ 勤勉手当は、基準日にそ

れぞれ在職するフルタイム会計年度任

用職員（規則等で定めるフルタイム会

計年度任用職員を除く。）に対して、

それぞれ基準日の属する月の規則等で

定める日に支給する。これらの基準日

前１月以内に退職し、又は死亡したフ

ルタイム会計年度任用職員（規則等で

定めるフルタイム会計年度任用職員を

除く。）についても、また同様とす

る。

２ 勤勉手当の額は、第４条の規定によ

り決定された給料の月額を基礎として

規則等で定める額に１００分の１１

２．５を乗じて得た額に、勤務成績に

応じて規則等で定める支給割合を乗じ

て得た額とする。

３ 勤勉手当の不支給及び支給の一時差

止めは、給与条例の適用を受ける職員

の例による。

４ 前３項に規定するもののほか、フル

タイム会計年度任用職員の勤勉手当の

支給等に関し必要な事項は、人事委員

会の承認を得て、規則等で定める。
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資 料 １

（休職等となったパートタイム会計年度 （休職等となったパートタイム会計年度

任用職員の給与） 任用職員の給与）

第２８条 略 第２８条 略

２ 育児休業法第２条第１項の規定によ ２ 育児休業法第２条第１項の規定によ

る育児休業中のパートタイム会計年度 る育児休業中のパートタイム会計年度

任用職員については、育児休業法第７ 任用職員については、育児休業法第７

条の規定により、期末手当及び勤勉手 条の規定により、期末手当

当を支給することができる。 を支給することができる。

３ 略 ３ 略

（パートタイム会計年度任用職員の給与 （パートタイム会計年度任用職員の給与

と災害補償との関係） と災害補償との関係）

第２９条 パートタイム会計年度任用職 第２９条 パートタイム会計年度任用職

員が公務上負傷し、若しくは疾病にか 員が公務上負傷し、若しくは疾病にか

かり、又は通勤により負傷し、若しく かり、又は通勤により負傷し、若しく

は疾病にかかり、地方公務員災害補償 は疾病にかかり、地方公務員災害補償

法、労働者災害補償保険法又は特別区 法、労働者災害補償保険法又は特別区

非常勤職員の公務災害補償等に関する 非常勤職員の公務災害補償等に関する

条例の適用を受けて療養のため勤務し 条例の適用を受けて療養のため勤務し

ない期間については、次条及び第３０ ない期間については、次条

条の２の給与を除くほか、この条例に の給与を除くほか、この条例に

定める給与は支給しない。 定める給与は支給しない。

（パートタイム会計年度任用職員の期末 （パートタイム会計年度任用職員の期末

手当） 手当）

第３０条 期末手当は、基準日にそれぞ 第３０条 期末手当は、基準日にそれぞ

れ在職するパートタイム会計年度任用 れ在職するパートタイム会計年度任用

職員（規則等で定めるパートタイム会 職員（規則等で定めるパートタイム会

計年度任用職員を除く。）に対して、 計年度任用職員を除く。）に対して、

それぞれ基準日の属する月の規則等で それぞれ基準日の属する月の規則等で

定める日に支給する。これらの基準日 定める日に支給する。これらの基準日
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前１月 以内に退職し、又は死亡した 前１箇月以内に退職し、又は死亡した

パートタイム会計年度任用職員（規則 パートタイム会計年度任用職員（規則

等で定めるパートタイム会計年度任用 等で定めるパートタイム会計年度任用

職員を除く。）についても、また同様 職員を除く。）についても、また同様

とする。 とする。

２ 期末手当の額は、第１８条及び第１ ２ 期末手当の額は、第１８条及び第１

９条の規定により決定された報酬の額 ９条の規定により決定された報酬の額

を基礎として規則等で定める額に１０ を基礎として規則等で定める額に１０

０分の１２０を乗じて得た額に、規則 ０分の１３０を乗じて得た額に、規則

等で定める支給割合を乗じて得た額と 等で定める支給割合を乗じて得た額と

する。 する。

３ 期末手当の不支給及び支給の一時差 ３ 期末手当の不支給及び 一時差

止めは、給与条例の適用を受ける職員 止めは、給与条例の適用を受ける職員

の例による。 の例による。

４ 略 ４ 略

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉

手当）

第３０条の２ 勤勉手当は、基準日にそ

れぞれ在職するパートタイム会計年度

任用職員（規則等で定めるパートタイ

ム会計年度任用職員を除く。）に対し

て、それぞれ基準日の属する月の規則

等で定める日に支給する。これらの基

準日前１月以内に退職し、又は死亡し

たパートタイム会計年度任用職員（規

則等で定めるパートタイム会計年度任

用職員を除く。）についても、また同

様とする。

２ 勤勉手当の額は、第１８条及び第１
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資 料 １

９条の規定により決定された報酬の額

を基礎として規則等で定める額に１０

０分の１１２．５を乗じて得た額に、

勤務成績に応じて規則等で定める支給

割合を乗じて得た額とする。

３ 勤勉手当の不支給及び支給の一時差

止めは、給与条例の適用を受ける職員

の例による。

４ 前３項に規定するもののほか、パー

トタイム会計年度任用職員の勤勉手当

の支給等に関し必要な事項は、人事委

員会の承認を得て、規則等で定める。



 
 

資 料 ２ 

 

給与改定の概要 

杉並区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を 

改正する条例 

項 目 改 正 内 容 

期 末 手 当 

及 び 

勤 勉 手 当 

支給月数  

 現 行 
第１条による改正 

(令和５年度の支給月数) 

第２条による改正 

(令和６年度の支給月数) 

区 分 期末 勤勉 合計 期末 勤勉 合計 期末 勤勉 合計 

6 月期 1.20 － 1.20 1.20 － 1.20 1.20 1.125 2.325 

12 月期 1.20 － 1.20 1.30 － 1.30 1.20 1.125 2.325 

合 計 2.40 － 2.40 2.50 － 2.50 2.40 2.25 4.65 
 

施行期日等 

１ 第１条による期末手当に係る改正は公布の日から施行し、改正後の期末手

当に係る規定は令和５年１２月１日から適用する。 

２ 第２条による期末手当及び勤勉手当に係る改正は、令和６年４月１日から

施行する。 


